
修士論文要旨

論文タイトル：「新製品開発におけるオープンイノベーションの活用に関する

研究」

学籍番号：ＡＭ20027

氏 名：ZHANG JIACHENG

指導教授：林 聖子教授

【論文の構成】

はじめに

第 1 章 問題意識

第 2 章 先行研究

第 3 章 研究について

第 4 章 事例研究

第 5 章 考察

第 6 章 結論

おわりに

【論文の内容】

1. 研究目的

科学技術が進展するとともに、分野ごとに専門化が進み、それを利用する企業が最先端

の技術や知識を得ることが困難になっている（真鍋・安本，2010，p.9）。市場競争が一

層厳しさを増した中で、企業への短期的な業績に対する要求が高まり、そのため、自社内

依存では難しく、開発・製造機能が外部に委託される必要性が高まっている（延岡，2010，

p.69）。

新製品開発、すなわち、イノベーション創出の一手法として、以前からオープンイノベ

ーションは行われていたが、Chesbrough(2003，邦訳 p.8)がオープンイノベーションの概

念を提示したことで、グローバルにオープンイノベーションが注目されるようになった。

オープンイノベーションとは、自社が保有しない技術・ノウハウ等を外部から調達したり、

自社の技術・ノウハウ等を外部化したりすることでイノベーション活動の有効性・効率性

を高め、イノベーションからの収益性を向上させていくための一つの方法である（米山他，

2017，p.36）。オープンイノベーションの下では安全の確保と製品の信頼性・製造物責任

がクローズドイノベーションの時代より、格段に重要な経営課題である（齋藤，2007，p.57）。

オープンイノベーションへの過度な依存により、短中期的に価値づくりができなくなる問

題と、長期的に技術や組織能力を失ってしまう問題の両方を引き起こす可能性がある（延

岡，2010，p.77）。

本研究では、日本企業におけるオープンイノベーションの現況と課題と新製品開発への

オープンイノベーションの活用方法を明らかにし、課題の解決策を検討することを目的と

する。

https://iss.ndl.go.jp/books?rft.au=%E5%AE%89%E6%9C%AC//%E9%9B%85%E5%85%B8&search_mode=advanced


2. 研究方法

本研究では、問題意識に基づいて、先行研究を行い、問題意識と先行研究から研究目的

を明らかにし、複数の事例の詳細な分析を行い、考察する。

本研究は定性研究である。

3. 事例研究

オープンイノベーションを実施している日本企業として富士フイルム株式会社、比較す

るために海外企業として P&G の事例研究を、既存情報から詳細に行った。

4. 考察

富士フイルムでは、自社で開発した基盤技術や独自の技術をオープンに公開することで、

適切なパートナーと連携しブラッシュアップすることで、スピード感を持って付加価値を

生み出せる方が効率的だと考えている。オープンイノベーションについては、技術革新だ

けではなく、新事業創造となったと認識された。P&G では、単に製品開発のイノベーショ

ンを社外から取り込むだけでなく、パッケージデザイン、マーケティング、市場調査など

の領域でもオープンイノベーションを実行している。消費者ニーズを解決するために、P&G

は全社的な研究開発の文化を変革し、具体的な技術や製品の開発を進める。P&G は、製品

開発のアイデアは外部でも構わない、自社のコア技術に関してはケースバイケースで「製

品上市の短縮化」というトップダウンによる戦略・目標が明確で、そこに対するコミット

メントがあったことが重要だったと考えられる。P&G のオープンイノベーションについて

は、技術革新だけではなく、消費者のために、価値を創造することと認識された。

5. 結論

本研究では、問題意識に基づいて、先行研究を行い、日本企業におけるオープンイノベ

ーションの現況と課題と新製品開発へのオープンイノベーションの活用方法を明らかに

するために、富士フイルムと海外の P&G 会社の概要、背景、オープンイノベーションの導

入経緯、取り組み成果の分析を詳細な事例研究を行った。

新製品開発の一手法としてオープンイノベーションを活用する際、新規事業の立ち上げ

や新製品、新サービスの開発スピードが短縮化され、コストも抑えることができる。多様

化する顧客ニーズを効率的に把握できるようになり、自社の弱みを補完しあえる企業や組

織と組むことで製品化を実現できると結論付けることができる。
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